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公共調達に係わるリスクの体系化の進め方について（叩き台） 
 
１．検討の背景と主旨 
これまで公共調達小委員会では、直轄の入札契約制度に焦点を当て、委員会参加企業の

ニーズ調査を中心に、制度の改善等について検討してきた経緯がある。しかしながら、直

轄の入札契約制度は、社会情勢や業界団体との意見交換等を踏まえ、随時見直されている

ことから当委員会での検討成果が後追いになりがちとなり、提言を行う結果までに至らな

いという課題があった。また、委員会に参加されている直轄以外の発注機関における入札

契約制度には深く言及できないことから活発な委員会活動とはならないという課題もあっ

た。 
上記の背景を受け、現時点の直轄の入札契約制度を対象とした検討を行うのではなく、

近い将来の公共調達を取り巻く環境変化を想定し、「公共調達」の範囲を入札契約制度に限

定せず、もう少し検討対象を広くとらえることを前提に、５～10 年後の近未来を見据えた

北海道内における公共調達に係わるリスクを洗い出し体系化することで、今後の小委員会

活動のメニュー出しを行う。 
 
２．「公共調達」のとらえ方 
 ここでは、公共事業に限定するとともに、かつ物品調達や役務サービスを除く、いわゆ

る一連の公共事業執行に伴うサービス調達を対象とする。（別図参照） 
 
３．公共調達を取り巻く環境変化とリスクの関係（例） 
 上記２の公共調達の範囲で、５～10 年先を見据えた環境変化とリスクの関係の一例とし

ては下表のように整理できる。 
 

表-1 公共調達を取り巻く環境変化とリスクの関係（一例） 
想定リスク（案） 

環境変化 
技術 体制 制度 

財政の逼迫 ・技術開発投資の減少 ・新規雇用者の減少 ・PPP/PFI の更なるインセン

ティブ付与 
維持管理費の

増大 
・資産管理の高度化 ・官民の役割分担の見直し ・補修等の適正な価格体系 

・「新しい公共」のあり方 
少子高齢化 
 

・技術伝承 ・技術力の低下 ・若手技術者の登用策 

過度な価格競

争 
・品質低下の懸念 ・企業の衰退 ・入札契約制度の見直し 

 
 
４．本小委員会の進め方 
・第 1 回（7 月）：活動計画（案）について 
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・第 2 回（9 月）：想定されるリスクの洗い出し（委員アンケートをベース） 
・第 3 回（10 月）：リスクの体系化について（方法論とまとめ方について討議） 
・第 4 回（12 月）：公共調達に係るリスクの体系化の確定 
・第 5 回（2 月）：リスクの体系化に基づく小委員会活動メニューの作成 
・第 6 回（3 月）：次年度以降の活動計画（案）の作成 
 
５．本小委員会でのアウトプットイメージ（案） 
 

表-2 近未来の北海道内の公共調達におけるリスク体系（イメージ） 
発注者 受注者  

国 地方自治体 設計業者 施工業者 
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以上 

ここでの分類の

切り口は種々想

定される。 
・事業執行段階 
・環境変化 
等々 
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 別 図   ：「公共調達」に関する概念図（一例） 
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